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１．概算要求方針 

  農林水産省では、食料・農業・農村基本法（平成１１年法律第１０６号）に基づき
閣議決定された食料・農業・農村基本計画（平成２２年３月）を踏まえ、「農林水産
研究基本計画」（平成２２年３月農林水産技術会議決定）を策定した。 

 

  この中で、農林水産業の生産性向上と持続的発展、農林水産物・食品の高品質化や
安全確保のための研究を重点目標として掲げ推進している。 

 

  このような目標を達成するための研究の一環として、原子力政策大綱（平成１７年
１０月原子力委員会決定）に掲げられた放射線利用技術の開発に取り組むとともに、
研究成果を活用した病害虫根絶事業等を実施する。 
 

（１）全体方針 
 

 （従前の原子力関係経費） 

（東京電力福島原発事敀対応等に係る経費） 

  平成２４年度原子力関係経費の見積もりに関する基本方針（平成２３年７月原子力
委員会決定）の中で、関係府省が目指すべき重要な政策目標として位置づけられた、
「東京電力福島第一原子力発電所事敀の収束・検証に関する当面の取組のロードマッ
プ」及び「原子力被災者への対応に関する当面の取組のロードマップ」（平成２３年
５月原子力災害対策本部決定）における中期的課題への対応の一環として、農畜水産
物等への影響実態把握、農地・森林等の放射性物質の除去・低減技術の開発等に取り
組む。 
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２．見積もり基本方針への対応  （従前の原子力関係経費） 

①取組の方針 
 

 特殊病害虫根絶事業 
 

 沖縄、奄美群島等には、さつまいもに重大な被害を与える
アリモドキゾウムシ等が発生していることから、これら害虫
の未発生地域へのまん延を防止する必要がある。このため、
これらの地域においては、アリモドキゾウムシ等の寄主とな
る植物の移動が禁止又は制限されている。 
 

 発生地域における農業生産振興を図るとともに未発生地域
へのまん延を防止し、我が国の農作物の安定的な生産に資す
るため、アリモドキゾウムシ等について、放射線を用いた不
妊虫放飼法等の技術を用いて根絶に向けた防除を実施してい
る。 
 

 また、既に根絶が達成されたウリミバエについては、根絶
後も台風といった気象要因等により飛来することがある。こ
のため、発生地域からの再侵入の防止措置として不妊虫放飼
法による対策を継続して実施している。 

②主な施策 24年度要求額（23年度予算額） 
 

 奄美群島におけるアリモドキゾウムシ根絶
防除に必要な経費 

   消費・安全対策交付金 2,264百万円の内数 
             （3,023百万円の内数） 

 沖縄県におけるウリミバエ侵入防止事業に
必要な経費 

   547百万円（547百万円）＊内閣府一括計上 

 沖縄県におけるイモゾウムシ等根絶防除に
必要な経費 

     178百万円（178百万円）＊内閣府一括計上 
 

さつまいもの被害（アリモドキゾウムシ） 

沖縄県におけるウリミバエ根絶事業費・侵入防止事業費と
不妊虫放飼頭数の推移  

（注）上図の事業費には、不妊虫の生産費及び放飼に係る費用の他、侵入警戒調査費及び不妊化
施設等の改修費が含まれている。 
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２．見積もり基本方針への対応  （東京電力福島原発事敀対応等に係る経費） 

◎ 農林水産省における「東日本大震災からの普及・復興対策として要求する事業」のうち、 
   東京電力福島原発事敀対応等に係る経費 

 
 
 
 

 
 

 
 
 
 

 

 
 

事 業 名 〔概 要〕 24年度要求額 

１ 
放射性物質による農畜産物等影響実態調査対策 
〔放射性物質による農畜産物等への影響実態を調査〕 

744百万円 

２ 
農産物等輸出回復事業 
〔輸出農林水産物・食品の信頼回復のための情報発信〕 

437百万円 

３ 
東日本大震災農業生産対策交付金のうち 
 ・農業生産工程管理（GAP）・放射性物質吸収抑制 
〔生産力、販売力の回復による地域農業の復興を支援〕 

3,025百万円 
の内数 

４ 
農地・森林等の放射性物質の除去・低減技術の開発 
〔農地・森林等の放射性物質の除去技術の開発〕 

274百万円 

５ 
森林・林業・木材産業に関する放射性物質調査事業 
〔森林内における放射性物質の挙動等についての調査・解析等〕 

7８百万円 

６ 
森林における放射性物質拡散防止等技術検証・開発事業 
〔森林施業等に伴う放射性物質拡散防止及び低減効果の検証等〕 

233百万円 

７ 
森林における除染等実証事業 
〔集落周辺や森林における除染等の実証事業を支援〕 

891百万円 

８ 
森林域における放射性物質流出抑制対策調査 
〔放射性物質の流出が懸念される荒廃森林等の抽出や流出防止対策優先度の解析〕 

806百万円 

９ 
漁場復旧・環境調査のうち放射性物質影響調査推進事業 
〔水産物の放射性物質調査〕 

311百万円 



CO787141
テキストボックス
（別添）
















